
 

 

【公明党統一地方選挙重点政策】 

支え合う社会へ。～地域を伸ばす。日本を変える。～ 

 統一地方選挙重点政策は、昨年（平成２２年）１０月２日の第８回公明党全

国大会で発表した「統一地方選挙の重点政策」（骨子）の内容をより充実させ、

それ以後、昨年１２月１８日に公表した「新しい福祉社会ビジョン」（中間とり

まとめ）、今年１月１２日に公表した「公明党のめざす地方議会改革への提言」

を盛り込んでまとめた。住民に信頼される地方議会への改革の先頭に立つとと

もに、活力あふれる地域づくり、困っている人を孤立させない「支え合い」の

地域づくりなど、公明党が地域で重点的に取り組む政策を掲げている。 

 
■議会改革 

身を切る改革、地域のために。【地方議会改革の先頭に、地域主権をリード】 
 ○議員定数・報酬を削減、行政チェック機能や政策立案能力などを明確化する議会基   
本条例を制定、「出前議会」や「休日議会」、「議会報告会」などで住民参加を推進 
○課税自主権の拡大、権限の大幅な地方への移譲、「義務付け・枠付け」の廃止 

 

■経済・雇用 

活力あふれる地域のために。【地域の経済力を再生し、雇用を創出・拡大】 
○挑戦する中小企業を支援し地域雇用を拡大、「住宅リフォームポイント制度」でリ     
フォーム市場を拡大、若者と人材不足に悩む中小企業のマッチングを推進 
○集落営農組織の設立推進、「農商工連携」の推進、水揚げから流通までの水産改革 

○伝統芸能や古い町並みを生かす観光振興、電線地中化、チャーター便の就航を支援 

 

■社会保障 

一人ひとりの安全・安心のために。【孤立させない、支え合う地域社会を実現】 
○「地域包括支援センター」等との連携で独居高齢者が安心して生活できる地域へ 

○児童虐待、DV、うつ病。弱い立場の人に手を尽くす地域づくり 

○幼児教育の無償化、学校などでのアレルギー疾患対策、シックスクール対策、デジ

タル教科書などソフト面のバリアフリー推進、重度障がい者の居宅介護支援を充実 

○支え合いを担うＮＰＯへ税制支援、権限を委託。ボランティア活動にポイント制 

○非正規労働者などに民間・公共の空き家をリフォームした「セーフティネット住宅」

１００万戸を整備。公的賃貸住宅に子育て支援や高齢者施設の併設を推進 

○老朽化した橋や上下水道などの改修、学校の耐震化、ゲリラ豪雨対策などを推進 

○命にやさしい町へ、自転車で走りやすい町、中古自動車の電気自動車への改造、ヒ

ートアイランド対策、犬ネコの殺処分ゼロへ向けた動物愛護対策などを推進 


